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政令 第百十号

地方交付税法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整理に関する政令

内閣は、地方交付税法等の一部を改正する法律（平成二十四年法律第十八号）の施行に

伴い、地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）第五条の三第四項第一号、災害対策基本

法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第百二条第一項並びに地方特例交付金等の地方財

政の特別措置に関する法律（平成十一年法律第十七号）第六条及び第十一条の規定に基づ

き、この政令を制定する。

（地方財政法施行令の一部改正）

第一条 地方財政法施行令（昭和二十三年政令第二百六十七号）の一部を次のように改正

する。

附則第十五条の表第十三条第一号イの項中「場合における」の下に「地方交付税法等の

一部を改正する法律（平成二十四年法律第十八号）第四条の規定による改正前の」を加え、

「特例交付金法」を「旧特例交付金法」に改め、同表第十三条第五号の項中「地方特例交

付金等の地方財政の特別措置に関する法律施行令」を「地方交付税法等の一部を改正する

法律の施行に伴う関係政令の整理に関する政令（平成二十四年政令第百十号）第三条の規

定による改正前の地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律施行令」に改める。

附則第十六条の表第十三条第一号イの項中「第九条第一項」を「第八条第一項」に改め、

同表第十三条第五号の項中「第二条第二項」を「第二条」に改める。

附則中第十七条を削り、第十八条を第十七条とし、第十九条から第二十一条までを一条

ずつ繰り上げる。

附則第二十二条を削る。

（災害対策基本法施行令の一部改正）

第二条 災害対策基本法施行令（昭和三十七年政令第二百八十八号）の一部を次のように

改正する。

第四十三条第二項中「児童手当及び子ども手当特例交付金（地方特例交付金等の地方財

政の特別措置に関する法律（平成十一年法律第十七号）第二条第二項に規定する児童手当

及び子ども手当特例交付金をいう。以下この項において同じ。）、」及び「児童手当及び子

ども手当特例交付金、」を削る。

（地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律施行令の一部改正）

第三条 地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律施行令（平成十一年政令第

九十五号）の一部を次のように改正する。

第一条中「第七条」を「第六条」に改め、同条第一号中「第五条第一項」を「第四条第

一項」に、「決定した」を「決定し、又は変更した」に改め、同条第二号中「第六条第一

項から第三項まで」を「第五条第一項又は第二項」に改め、同条第三号中「第六条第四項」

を「第五条第三項」に改める。

第二条第一項を削り、同条第二項中「地方自治法施行令」の下に「（昭和二十二年政令

第十六号）」を加え、「減収補＃特例交付金（同条第二項に規定する減収補＃特例交付金

をいう。以下この項において同じ。）」を「地方特例交付金」に、「第九条第一項」を「第

八条第一項」に、「減収補＃特例交付金にあつては同項の減収補＃特例交付金」を「地方
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特例交付金にあつては同項の地方特例交付金」に、「第九条第三項」を「第八条第二項」

に改め、同項を同条とする。

（東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の総務省関係規定

の施行等に関する政令の一部改正）

第四条 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の総務省関

係規定の施行等に関する政令（平成二十三年政令第百二十八号）の一部を次のように改正

する。

題名中「施行等」を「施行」に改める。

第三条を削り、第四条を第三条とする。

第五条を削る。

附 則

（施行期日）

第一条 この政令は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、附則第四条の規定は、

公布の日から施行する。

（災害対策基本法施行令の一部改正に伴う経過措置）

第二条 第二条の規定による改正後の災害対策基本法施行令第四十三条第二項の規定は、

平成二十四年度以後の年度における同項に規定する標準税収入額の算定について適用し、

平成二十三年度以前の年度における第二条の規定による改正前の同令第四十三条第二項に

規定する標準税収入額の算定については、なお従前の例による。

（地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令の一部改正）

第三条 地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令（平成十九年政令第三百九十七

号）の一部を次のように改正する。

附則第四条から第六条までを次のように改める。

（平成二十四年度における早期健全化基準及び財政再生基準の算定の特例）

第四条 平成二十四年度における第七条第一号及び第八条第一号の規定の適用について

は、第七条第一号ハ中「地方財政法施行令第二十二条」とあるのは「地方財政法施行令附

則第十七条の規定により読み替えられた同令第二十二条」と、第八条第一号イ(1)中「地

方財政法施行令第十三条第一号イ」とあるのは「地方財政法施行令附則第十一条第三項及

び第十五条の規定により読み替えられた同令第十三条第一号イ」と、同号イ(2)中「地方

財政法施行令第十三条第一号ロ」とあるのは「地方財政法施行令附則第十五条の規定によ

り読み替えられた同令第十三条第一号ロ」とする。

（平成二十五年度及び平成二十六年度における早期健全化基準及び財政再生基準の算定の

特例）

第五条 平成二十五年度及び平成二十六年度における第七条第一号及び第八条第一号の

規定の適用については、第七条第一号ハ中「地方財政法施行令第二十二条」とあるのは「地

方財政法施行令附則第十八条の規定により読み替えられた同令第二十二条」と、第八条第

一号イ(1)中「地方財政法施行令第十三条第一号イ」とあるのは「地方財政法施行令附則

第十一条第三項及び第十六条の規定により読み替えられた同令第十三条第一号イ」と、同

号イ(2)中「地方財政法施行令第十三条第一号ロ」とあるのは「地方財政法施行令附則第

十六条の規定により読み替えられた同令第十三条第一号ロ」とする。
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（平成二十七年度以後における早期健全化基準及び財政再生基準の算定の特例）

第六条 平成二十七年度以後の各年度における第七条第一号及び第八条第一号の規定の

適用については、当分の間、第七条第一号ハ中「地方財政法施行令第二十二条」とあるの

は「地方財政法施行令附則第十九条の規定により読み替えられた同令第二十二条」と、第

八条第一号イ(1)中「地方財政法施行令第十三条第一号イ」とあるのは「地方財政法施行

令附則第十六条の規定により読み替えられた同令第十三条第一号イ」と、同号イ(2)中「地

方財政法施行令第十三条第一号ロ」とあるのは「地方財政法施行令附則第十六条の規定に

より読み替えられた同令第十三条第一号ロ」とする。

附則第七条を削り、附則第八条を附則第七条とする。

（地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律の一部の施行に伴う総務省関係政令の整備に関する政令の一部改正）

第四条 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律の一部の施行に伴う総務省関係政令の整備に関する政令（平成二十三年政令

第三百六十一号）の一部を次のように改正する。

第二条のうち地方財政法施行令附則第十九条第一号の改正規定中「附則第十九条第一号」

を「附則第二十一条第一号」に改める。


